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2025 年８月 28 日 

各位 

会 社 名 ビ ー ウ ィ ズ 株 式 会 社 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  飯 島  健 二 

 (コード番号：9216 東証プライム) 

問 合 せ 先 執 行 役 員 C F O  甲 田  雄 一 郎 

 (TEL 03-6631-6005) 

 

上場維持基準への適合に向けた計画（改善期間入り）について 

 

当社は、2025 年５月時点において、東証プライム市場における上場維持基準に適合しない状態となり

ました。下記のとおり、上場維持基準への適合に向けた計画を作成しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．当社の上場維持基準への適合状況、計画期間及び改善期間 

当社の 2025年５月 31日時点における東証プライム市場の上場維持基準への適合状況は、下表のとお

りとなっており、流通株式時価総額については基準に適合しておりません。当社は、今回不適合となっ

た基準を充たすために、上場維持基準への適合に向けた各種取組みを進めてまいります。 

なお、流通株式時価総額基準について、2026年５月 31日までの改善期間内に適合していることが確

認できなかった場合には、東京証券取引所より監理銘柄（確認中）に指定されます。その後、当社が提

出する 2026年５月 31日時点の分布状況表に基づく東京証券取引所の審査の結果、基準に適合している

状況が確認されなかった場合には、整理銘柄に指定され、当社株式は 2026年 12月 1日に上場廃止とな

ります。 

当社は、前述のとおり、プライム市場の上場維持基準への適合を第一に目指してまいりますが、今後

の事業環境の変化等により、上場維持基準への適合が困難となる可能性が高まった場合に備え、スタン

ダード市場への市場区分の変更も選択肢の一つとして検討しております。 

 

 株主数 流通株式数 
流通株式 

時価総額 
流通株式比率 

当社の適合状況 

（2025年５月末時点） 
10,756人 60,215単位 96.8億円 42.6％ 

上場維持基準 800人 20,000単位 100億円 35.0％ 

計画期間（改善期間） － － 2026年 5月末 － 

※当社の適合状況は、東京証券取引所が基準日時点で把握している当社の株券等の分布状況等をもとに

算出を行ったものです。 
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２．上場維持基準の適合に向けた取り組みの基本方針 

当社グループでは、当社がプライム市場に上場していることは、社会やお客様からの知名度や信頼を

獲得し、持続的な成長と企業価値向上の実現のために重要な要素であると考えており、各種施策を推進

することで上場維持基準への適合を目指してまいります。具体的には、流通株式時価総額の構成要素で

ある「時価総額」及び「流通株式比率」のうち、特に「時価総額」の向上に向けて、資本コストや株価

を意識し、成長戦略の実行による企業価値向上、株主還元、IR活動の充実等に取り組む方針です。 

 

３．上場維持基準に適合していない項目の課題と取り組み内容 

(１) 資本コストや株価を意識した経営に関する現状分析と優先課題 

当社が投資家等との対話や当社における試算により認識している当社グループの株主資本コスト

は７～９%程度でありますが、直近決算期である 2025年５月期においては、特定の公共案件にお

ける業務規模の縮小等によって売上高が伸び悩み、固定費の負担割合が大きくなったことにより

利益が減少したことで、ROEは 5.0%となり、資本コストの水準を割り込んでおります。一方で、

2022年の上場に伴う増資による影響を受けていない 2023年 5月期および 2024年５月期における

ROEは 20%強と、資本コストを大きく上回る水準であり、当社が最優先で取り組むべき項目として

は足元業績の改善により ROEを高めていくことであります。また、2025年５月時点での市場評価

について株価を分解して分析を行うと、売上高純利益率が最大の課題であることが明らかであ

り、それに伴う ROEの低下が株価へ大きく影響していると考えております。 

なお、2025年７月 11日に開示いたしました 2026年５月期の業績予想数値に基づく当期の ROE

予想は８%台となっており、株主資本コストと同水準まで回復することを見込んでおります。2027

年５月期以降についても業績改善の取り組みを中心に、従来の水準であった 20%強の ROE水準への

回復を目指していく考えです。 

加えて、当社の成長ドライバーである Omnia LINK外販事業の拡大を着実に進めることで投資家

からの成長期待を高め、PER向上への取り組みも並行して進めてまいります。 
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(２) 課題および取り組み内容 

① 業績の回復に向けた課題と取り組み 

前述のとおり、当社グループの 2025年５月期の業績は、2024年５月期から低下している状況に

ありますが、2025年７月 11日に開示いたしました 2026年５月期の業績予想数値のとおり、当期

においては増益を予想し、ROEも増加する計画です。当社グループでは、当期の計画を実現する

ために、下記の取組を進めてまいります。 

 

A) コンタクトセンター・BPO事業における売上高の確保 

前期から引き続き、特定の公共系案件については、当期においてもその業務規模の縮小が見

込まれますが、当社の注力領域であるスマートライフ領域（金融・情報通信・小売流通の各

業界）を中心としたリソースの集中と営業戦略の実行に取り組みます。 

 

B) 売上高水準に見合う筋肉質な体制の実現 

現在の当社グループでは、2025年５月期以前より実行してきた成長投資（人材・拠点・シ

ステム等）によって固定費水準が高い状況となっております。当期の計画においては、2025

年５月 29日に開示いたしました「業績回復に向けた短期プラン」の実行により、上期を中

心に人材リソースや拠点席数の最適化を進め、下期においては売上高の水準に見合ったコス

ト構造を実現することで、利益創出に取り組みます。 

 

C) Omnia LINK 外販事業の成長 

当社における成長ドライバーであり、価値の源泉となっている Omnia LINK 外販事業につい

て、体制の強化やシステムとしての機能強化に取り組み、大規模顧客の獲得を進めていくこ

とで、成長をより加速させるとともに、全社業績に寄与する利益の創出を実現してまいりま

す。 
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② 株主還元 

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置づけております。業績に応

じた株主還元を実施することを基本方針として、配当性向 50％を目処とするとともに、継続的か

つ安定的な配当の維持にも努めてまいります。 

株主還元の内容は、株価への一定の影響も考えられるものであることから、現在の当社グルー

プは業績改善に向けた途上ではあるものの、2026年５月期の配当予想は前年と同様１株あたり 77

円としております。 

また、株主の皆様の日頃からのご支援に感謝するとともに、当社株式の投資魅力を高め、より

多くの方々に当社株式を保有していただき出来高や流動性を高めること、及び当社グループに対

するご理解をより深めていただくことを目的として、株主優待制度も導入しております。 

 

③ IR活動の充実 

当社グループは、財務情報・非財務情報について、会社法、金融商品取引法、その他の法令及

び金融商品取引所の定める有価証券上場規程に基づく開示を適切に行うとともに、IR説明会や IR

ページでの情報公開により、株主をはじめとするすべてのステークホルダーの皆様に迅速、正確

かつ公正にわかりやすい情報の提供を行うこととしております。 

また、株主や投資家の皆様との双方向のコミュニケーションを通じ、いただいたご意見を経営

戦略に活かすとともに、当社グループの経営戦略や財務状況に関する内容を適切にご理解いただ

くことで、市場からの信頼と適正な評価を得ることを目指しております。 

企業価値向上のためには、市場における当社グループの認知度を上げるための施策も重要であ

ると考えており、以下を始めとする IR活動の強化・充実に取り組んでまいります。 

 

A) 事業計画及びその進捗の定期的な開示 

 

B) 個人・機関投資家に向けた情報発信やコミュニケーション機会の強化 

a. 個人投資家向け会社説明会の開催 

b. 機関投資家向け説明会の開催 

c. 機関投資家との積極的な 1on1ミーティングの実施 

d. IRページにおける開示情報の質と量の充実 

（業績、人的資本、ESG経営、サステナビリティ、他） 

e. 積極的な PR活動 

 

C) 外国人投資家に向けた英文開示の充実 

a. 各種開示資料における英語対応の推進 

b. 英文 IRページの充実 

 

④ 流通株式比率の向上 

前述のとおり、基準日時点において当社の流通株式比率は上場維持基準を充たしております

が、今後の当社株式の流通株式数は投資家による売買を通じて変動することとなります。 

今後、当社が親会社である株式会社パソナグループとの連結関係を維持できる範囲において実

施可能な資本政策を検討していく上で、当社グループの資本政策としても適切であり、また上場

維持基準を充足するためにも意義があると見込まれる場合には、大株主（親会社等）と連携の上

で、流動性確保にも努めていく考えです。 

なお、2025年５月末時点において、当社グループ役職員等の有する新株予約権により、潜在株

式が合計 528千株存在しており、これらの権利行使及び市場での売却が順次なされるとすれば、

流通株式比率は基準日現在の数値から、最大で 2.07%向上することになります。 
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４．スタンダード市場上場維持基準への適合状況 

当社は改善計画に対する取り組みを実行し、第一にプライム市場上場維持基準への適合を目指して参

りますが、同基準への適合が著しく困難と判断される場合に備え、スタンダード市場への上場に向けた

準備も進めております。 

なお、スタンダード市場の上場維持基準については、2025年５月 31日時点において下記記載の内容

に加え、売買高、純資産の額を含めたすべての基準を充足しております。また、スタンダード市場への

市場区分変更申請における利益額の基準も充たしております。 

 

 株主数 流通株式数 
流通株式 

時価総額 
流通株式比率 

当社の適合状況 

（2025年５月末時点） 
10,756人 60,215単位 96.8億円 42.6％ 

上場維持基準 400人 2,000単位 10億円 25.0％ 

適合状況 適合 適合 適合 適合 

 

以上 


